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《一般会計・特別会計》
会 計 名 予 算 額 前 年 度 比

一 般 会 計 138億6,230万円　 0.7%

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 43億1,805万8千円 0.9%

老 人 保 健 703万8千円 △97.3%

後期高齢者医療 2億7,295万7千円 △1.5%

介 護 保 険 20億6,289万9千円 △0.5%

公 共 下 水 道 12億2,700万4千円 △14.0%

農 業 集 落 排 水 3億 593万9千円 27.1%

市 営 分 譲 住 宅 5,604万8千円 2.5%

合 計 221億1,224万3千円 △1.2%

　　　　　　　《 企 業 会 計 》
水
道
事
業
会
計

区 分 決 算 額

収 益 的 収 支
収 入 10億 6,482万円
支 出 10億 5,084万 8千円

資 本 的 収 支
収 入 3億 6,332万 7千円
支 出 4億 6,893万 7千円

平成21年度予算がスタート

　　　　　　　会計別予算額
　一般会計とは、市の行政運営の基本的な経費を計上している会
計で、市税や国・県からの補てん金などが主な財源です。これに
対して特別会計は、特定の事業を行うための会計で、主として保
険料や使用料などの収入で賄われています。また、公営企業会計
は、事業によって得る収入で支出を賄う採算型の会計です。

予算総額２２１億１２２４万円

　

平
成
21
年
度
予
算
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
本
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
１
３
８
億
６
２
３
０
万
円
、
対
前

年
度
比
０
・
７
％
増
の
予
算
で
す
。

　

本
年
度
の
市
の
財
政
は
、
国
内
経
済
の
低
迷
に
よ
り
、
法
人
市
民
税
は
前
年
度
と
比
較
し
て
約

１
億
９
０
０
０
万
円
減
で
約
25
％
の
減
、
市
税
全
体
で
み
た
場
合
で
も
約
３
億
２
６
０
０
万
円
、
率
に
す
る

と
約
５
・
３
％
の
減
と
な
る
見
込
み
で
す
。
ま
た
、
地
方
譲
与
税
や
自
動
車
取
得
税
交
付
金
な
ど
に
つ
い
て
も

１
億
７
０
０
万
円
、
率
に
す
る
と
約
12
％
の
減
と
な
る
見
込
み
で
す
。
さ
ら
に
高
齢
化
の
進
行
な
ど
に
よ
る
社

会
保
障
関
係
費
の
増
加
な
ど
、
義
務
的
経
費
が
増
大
し
、
財
政
の
硬
直
化
が
一
層
進
行
し
て
い
る
ほ
か
、
財
政

調
整
基
金
等
も
減
少
す
る
な
ど
、
財
政
状
況
は
厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
下
、
今
こ
そ
市
民
生
活
の
安
定
を
図
り
、
将
来
に
わ
た
る
持
続
的
な
発
展
を
可
能
に
す
る
た

め
集
中
改
革
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
よ
り
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
運
営
に
努
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
予
算
編
成
の
基
本
理
念
を
「
環
境
共
生
型
ま
ち
づ
く
り
」、「
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
」、「
地
域
の

魅
力
を
い
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
」と
し
て
重
点
化
を
図
り
、「
都
市
基
盤
の
整
備
」、「
生
活
環
境
の
整
備
」、「
保
健
・

医
療
・
福
祉
の
充
実
」、「
教
育
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
」、「
産
業
の
振
興
」、「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
醸
成
」、
そ

し
て
「
適
正
な
行
財
政
運
営
」
の
７
つ
の
柱
に
、
限
ら
れ
た
財
源
を
効
率
的
に
配
分
し
ま
し
た
。　

一般会計
特別会計

《一般会計・特別会計》


